
 

 

宮城県監査委員告示第２２号 

 

 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第１９９条第９項の規定により報告した定期監査結

果について，宮城県知事から同条第１２項の規定により下記の措置を講じた旨の通知があった

ので，同条同項の規定に基づき公表する。 

 

  平成１８年１２月２６日 

 

                         宮城県監査委員 菊 地   浩 

                         宮城県監査委員 藤 原 範 典 

                         宮城県監査委員  阿 部   徹 

                         宮城県監査委員  谷地森 涼 子 

 

 

１ 監査委員の報告日 

  平成１８年１０月２５日 

２ 通知のあった日 

  宮城県知事     平成１８年１１月２９日 

３ 監査委員の報告の内容及び措置の内容 

（１）税務課 

  イ 監査委員の報告の内容 

県税において，収入未済があったので，県税事務所の収納促進と適切な債権管理を図

られたい。 

    （内容） 

    ・平成１７年度収入未済額 

      現年度分 ２，３８１，７１９，１４６円 

      過年度分 ４，９９７，４３０，９４９円 

       合  計 ７，３７９，１５０，０９５円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分 ２，１０３，２６１，９２１円 

      過年度分 ５，１７５，６３２，００８円 

        合  計 ７，２７８，８９３，９２９円 

  ロ 措置の内容 

    差押え物件のインターネット公売や自動車税コンビニ収納システムの導入など収納促

進と収入未済発生防止に取り組むとともに，各県税事務所に滞納事案検討会を設置し，



 

 

滞納整理の進行管理を行い，県税債権管理の徹底を図った。 

（２）大河原県税事務所 

  イ 監査委員の報告の内容 

  県税において，納税催告や財産差押の実施，管内各市町と県税事務所で組織する仙南

地方税務連絡会議を設立し，市町と連携した滞納整理の強化を図るなど収入未済を解消

する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに適切な徴収対策を講じ，

税収の確保に努められたい。  

    （内容） 

    ・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   １３０，４３９，６６９円 

      過年度分   ３５７，１３４，０５６円 

       合  計   ４８７，５７３，７２５円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   １２４，４５２，０７２円 

      過年度分   ３４７，３２１，００９円 

        合  計   ４７１，７７３，０８１円 

  ロ 措置の内容 

    徹底した財産調査の早期着手による滞納処分の一層の強化と促進により，県税債権の

確保と滞納額の縮減を図ることとした。 

（３）仙台南県税事務所 

  イ 監査委員の報告の内容 

    県税において，納税催告や財産差押の実施，事務所独自の自動車税納期内納付推進啓

発活動を実施するなど収入未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があった

ので，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

    （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分   ２４４，４２５，３４４円 

過年度分   ５０１，８５０，６７１円 

合  計   ７４６，２７６，０１５円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分   ２０９，９２６，７５４円 

過年度分   ５１４，２１５，５８８円 

合  計   ７２４，１４２，３４２円 

  ロ 措置の内容 

    徹底した財産調査の早期着手による滞納処分の一層の強化と促進により，県税債権の

確保と滞納額の縮減を図ることとした。 



 

 

 

（４）仙台中央県税事務所 

  イ 監査委員の報告の内容 

   県税において，納税催告や財産差押の実施，滞納整理進行管理会議を定期的に開催す

るなど収入未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに適

切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

    （内容） 

    ・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   ６３４，８６４，４２０円 

      過年度分 １，６６５，２１６，５３６円 

       合  計 ２，３００，０８０，９５６円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   ７９８，２５４，８８５円 

      過年度分 １，５２０，０４９，５２５円 

        合  計 ２，３１８，３０４，４１０円 

  ロ 措置の内容 

    徹底した財産調査の早期着手による滞納処分の一層の強化と促進により，県税債権の

確保と滞納額の縮減を図ることとした。 

（５）仙台北県税事務所 

  イ 監査委員の報告の内容 

   県税において，納税催告や財産差押の実施，タイヤロックにより運行停止する旨を記

載した差押文書を発付するなど収入未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済

があったので，さらに適切な徴収対策を講じ，税収の確保に努められたい。 

    （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分   ７９７，５４５，４５７円 

過年度分   ９０５，５４０，８５３円 

合  計 １，７０３，０８６，３１０円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分   ３５３，６６０，６９６円 

過年度分 １，０６１，３３２，３１６円 

合  計 １，４１４，９９３，０１２円 

  ロ 措置の内容 

    徹底した財産調査の早期着手による滞納処分の一層の強化と促進により，県税債権の

確保と滞納額の縮減を図ることとした。 

（６）栗原県税事務所 



 

 

  イ 監査委員の報告の内容 

 県税において，納税催告や財産差押の実施，滞納事案検討会を毎月開催するなど収入

未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに適切な徴収対

策を講じ，税収の確保に努められたい。 

  （内容）  

・平成１７年度収入未済額 

現年度分    ３５，７３２，３０９円 

過年度分   １１０，２３１，６６３円  

合  計   １４５，９６３，９７２円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分    ５０，１２６，０３７円 

過年度分   １０２，７２８，９２０円 

合  計   １５２，８５４，９５７円 

  ロ 措置の内容 

    徹底した財産調査の早期着手による滞納処分の一層の強化と促進により，県税債権の

確保と滞納額の縮減を図ることとした。 

（７）環境対策課 

  イ 監査委員の報告の内容 

   委託契約において，契約業務の不履行及び履行確認の遺漏が認められたので，今後再

発しないよう対策を講じられたい。 

   （内容） 

定期点検を受託した事業者の社内連絡の不備及び委託者の履行確認の遺漏により，

業務が履行されなかったもの。 

     なお，受託事業者は平成１８年４月１８日に自費で点検業務を行っている。 

・委託業務名 国設箟岳大気環境測定所非メタン炭化水素計定期点検業務（６ヶ月

点検，１年点検） 

     ・委託金額  ３０４，５００円（契約不履行の為支払いせず） 

     ・委託期間  平成１７年４月５日～平成１８年３月３１日 

  ロ 措置の内容 

    委託契約の履行及び確認の徹底を図るため，各職員に対し委託業務の適正な実施につ

いて注意を促すとともに，各委託業務について，委託業務の遂行状況を一覧で把握，管

理する委託業務管理表を作成し，再発防止に努めている。 

（８）資源循環推進課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    補助金において，不正受給が認められたので，今後再発しないよう対策を講じられた

い。 



 

 

    （内容） 

     平成１６年度環境産業新技術開発等事業費補助金について，補助事業者から提出さ

れた実績報告書では，研究及び支払事実の確認ができないため，補助対象事業の契約

相手方に対し事実確認を行ったところ，補助事業者が架空の証拠書類を作成するなど，

平成１６年度環境産業新技術開発等事業費補助金を不正受給していたことが判明した

もの。 

     ・補助事業名 平成１６年度環境産業新技術開発等事業費補助金 

     ・補助事業者 株式会社プラトン 

     ・補助金額  １０，０００，０００円 

  ロ 措置の内容 

    今後の再発防止策としては，この事業は平成１７年度限りで終了しているが，他の補

助金についても以下の対策を実施し，再発の防止に努める。 

    （１）補助事業実施中における対策 

      ・会計書類の備付状況の確認・指導 

      ・使用機材等の購入状況等の確認・指導 

    （２）補助事業完了後（補助金支出前） 

      ・実績報告書添付書類の原本確認 

      ・補助事業者の発注先への事実確認 

（９）廃棄物対策課 

  イ 監査委員の報告の内容 

  特別納付金（村田町竹の内地区産業廃棄物最終処分場の行政代執行に係る費用）にお

いて，債務者に対して納付命令書及び督促状の送付を行っても，債務者が行方不明のた

め返戻されるという状況にあるものの，引き続き，適切な債権管理を図られたい。 

    （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

現年度分  ４４，７１９，９４３円 

過年度分  ３８，２４９，１５６円 

合  計  ８２，９６９，０９９円 

・平成１６年度収入未済額 

現年度分  ３４，１６２，３４９円 

過年度分   ４，０８６，８０７円 

合  計  ３８，２４９，１５６円 

  ロ 措置の内容 

    ○事業者については，活動実態がなく，資産もない上に，解散登記を行っており，代

表取締役の所在も不明な状況にあるので，引き続き代表取締役の所在及び事実関係の

確認を行うとともに，当時の役員に対して責任追及が可能か否かを検討する。また，



 

 

今後行う恒久対策費用の問題もあることから，当時の役員の資産調査を行っている。 

    ○排出事業者については，マニフェスト等により，違反行為の確認中であり，違反行

為があれば，求償するなど責任を追及する予定であるが，現在のところ違反行為は確

認できていない。 

（１０）子ども家庭課 

  イ 監査委員の報告の内容 

児童扶養手当給付費返還金において，文書による督促や家庭訪問を実施するなど収入

未済を解消する努力がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適

切な債権管理を図られたい。 

    （内容） 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   ７，１２７，９６０円 

     過年度分  ７０，１４４，３４２円 

      合  計  ７７，２７２，３０２円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   １，４８７，７７０円 

      過年度分  ６９，６２５，５１０円 

合  計  ７１，１１３，２８０円 

  ロ 措置の内容 

    返納未済分のある債務者については，電話や文書による督促を行うとともに，一括返

済の困難な債務者については分割納入の指導を行うなど収納の促進に努めてきたが，新

たに課内に債権回収のためのプロジェクトチームを編成し，今後とも返納未済の縮小に

努めていく。 

    また，新たな債権の発生防止のため，研修会の開催や年３回の定期支払期（４月，８

月，１２月）に各市町村長に対して受給者ごとに受給資格の調査を依頼するなど発生防

止に努めている。 

（１１）仙台保健福祉事務所 

  イ 監査委員の報告の内容 

  未熟児養育費，過誤払返納金，生活保護扶助費返還金及び母子寡婦福祉資金貸付金償

還金において，電話による督促や家庭訪問を実施するなど収入未済を解消する努力がみ

られるが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られた

い。 

    （内容） 

○未熟児養育費 

・平成１７年度収入未済額 

       現年度分     １１８，８７５円 



 

 

       過年度分     １４７，２８８円 

        合  計     ２６６，１６３円 

     ・平成１６年度収入未済額 

       現年度分      ５０，７６０円 

       過年度分     １２６，１３６円 

       合  計     １７６，８９６円 

○過誤払返納金 

・平成１７年度収入未済額 

       現年度分     １７４，０５０円 

       過年度分     ３８９，９３８円 

        合  計     ５６３，９８８円 

     ・平成１６年度収入未済額 

       現年度分     ３８９，９３８円 

       過年度分           ０円 

       合  計     ３８９，９３８円 

○生活保護扶助費返還金 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分     １７４，５５２円 

      過年度分   ６，１７６，７６０円 

       合  計   ６，３５１，３１２円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   ５，０１２，８１６円 

      過年度分   １，２１８，９４４円 

合  計   ６，２３１，７６０円 

○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   ５，１１３，２６２円 

      過年度分  １４，３２０，６４５円 

       合  計  １９，４３３，９０７円 

     ・平成１６年度収入未済額 

       現年度分   ４，０２６，８３２円 

       過年度分  １１，７６９，９５８円    

       合  計  １５，７９６，７９０円 

  ロ 措置の内容 

   ○未熟児養育費 

    これまでも，文書や電話による催告，家庭訪問を行ってきたが，今後も継続して収納



 

 

促進に努めるとともに，債務者の収入・所得状況などを把握し，納入しやすいタイミン

グを図る工夫などの対策をとることにより，効果的に収入未済が解消されるよう取り組

んでいく。 

   ○過誤払返納金 

   （特別障害者手当 ３９２，１９０円） 

    受給者本人が自己破産手続中平成１７年１１月に死亡し，相続人全員が相続放棄を行

った事から，回収は不可能となっている。今後の対応については，主務課と協議してい

く。 

   （生活保護費 １７１，７９８円） 

    過誤払返納金については，収納促進に努めているが，納入義務者の死亡・転出により

納入が困難になっている状況にある。このため，転出者の追跡調査や家庭訪問を積極的

に行い納入に努めていく。 

   ○生活保護扶助費返還金 

    収納促進については，家庭訪問の都度，督促に努めているが，返還金が多額であるケ

ースが多いため，一時に納入するのが困難な状況にある。このため，分割納付などによ

り，返還金納入の負担を軽減し収納促進を図っている。 

   ○母子寡婦福祉資金貸付金償還金 

    収納促進については，滞納発生後速やかに督促通知を行い，その後も電話や訪問等に

より，家庭の状況を確認しながら収納促進に努めている。今後は，所内の未納金縮減検

討会議等を開催し，より効果的な対策を検討し一層努力していく。 

（１２）経営金融課 

  イ 監査委員の報告の内容 

中小企業高度化資金貸付金償還金及び林業・木材産業改善資金貸付金償還金において，

債権整理強化期間の設定や担保物件の競売等を実施するなど，収入未済を解消する努力

がみられるが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図ら

れたい。 

    （内容） 

○中小企業高度化資金貸付金償還金 

・平成１７年度収入未済額 

       現年度分   １１，５１０，７５２円 

       過年度分   ５０，８０６，１４２円 

        合  計   ６２，３１６，８９４円 

  ・平成１６年度収入未済額 

   現年度分   １０，０５５，４５０円 

       過年度分  １１９，４３６，６９２円 

合  計  １２９，４９２，１４２円 



 

 

○林業・木材産業改善資金貸付金償還金 

・平成１７年度収入未済額 

   現年度分    １，３１８，０００円 

       過年度分    ７，０２８，０００円 

        合  計    ８，３４６，０００円 

     ・平成１６年度収入未済額 

       現年度分      ６７０，０００円 

       過年度分   １２，４６３，０００円   

合  計   １３，１３３，０００円 

  ロ 措置の内容 

    中小企業高度化資金償還金の収入未済については，債権整理強化期間を中心にすべて

の延滞先に対する納付指導及び公簿調査を実施し，細かい対応が必要な債務者には定期

的に電話や訪問を繰り返すなど，実態把握に努めながら早期納付の指導に取り組んでい

る。 

    その他の貸付先については，財務諸表を徴し実態把握に努め未済発生防止を図る。 

    林業・木材産業改善資金貸付金償還金の収入未済額については，関係機関と連携を図

りながら，定期的な電話連絡や訪問により納入を促すとともに債権者の実態を把握し，

早期完済に努める。 

    また，その他の貸付先についても現況確認を行うことにより収入未済の発生防止に努

める。 

（１３）産業人材育成課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    補助金において，不正受給が認められ，平成１７年度分が返還されたものの，なお，

過年度分が未収となっていることから，早急な返還を求めるとともに，今後再発しない

よう対策を講じられたい。 

   （内容） 

認定職業訓練事業費補助金について，補助事業者から提出された実績報告書では，事

業が交付決定どおり実施されたことが確認できなかったため現地調査を実施したところ，

実績報告の一部の事業は架空の事業であり，認定職業訓練事業費補助金及び認定訓練派

遣等給付金を不正受給していたことが判明したもの。 

  ・補助事業名 ①認定職業訓練事業費補助金 

           ②認定訓練派遣等給付金 

    ・補助事業者 職業訓練法人登米市技能者訓練協会 

    ・返還対象額 ①１９，０７２，０００円（平成１３～１７年度） 

           （内平成１７年度分３，６７４，０００円は返還済み） 

② ５，３２５，５７０円（平成１２～１３年度） 



 

 

  ロ 措置の内容 

   ・補助金等の不正受給に係る過年度分の調査を平成１８年５月３１日から実施し，９月

２９日に調査結果を公表。 

   ・補助金について 返還命令  １０月１０日（期限３０日） 

            返還額   １５，３９８，０００円 

            督促状発布 １１月１０日（期限２０日） 

   ・給付金について 返還通知  １０月１８日（期限１１月７日） 

            返還額   ５，３２５，５７０円（１８事業主） 

   ・再発防止策として，全補助事業者を対象に業務検査を実施中であり，受講者名簿の過

年度名簿との比較だけでなく，電話による確認調査を実施。実績ヒアリングのためのチ

ェックリストを作成し，担当職員の意識統一を図る。 

（１４）漁業振興課 

   イ 監査委員の報告の内容 

     過年度の資金前渡金について，精算未了が認められたので，今後再発しないよう対

策を講じられたい。 

    （内容） 

平成７年度の資金前渡金が精算未了のまま通帳に残っていたもの。金融機関からの

連絡により発覚し，精算未了の原因を調査したものの，当時の書類等が廃棄されてい

るため原因は不明である。 

     当該通帳は課内の手提げ金庫に保管されていたにも係わらず，金融機関から連絡を

受けるまで，必要としない当該通帳の残高確認及び解約を行わず，精算未了のまま長

期間放置されていたもの。 

・資金前渡年月 平成７年１２月 

    ・返還年月日  平成１８年３月３０日 

    ・資金前渡金額 ８４，９６０円 

    ・返還金額   ８５，３００円（預金利子３４０円を含む） 

  ロ 措置の内容 

    当該前渡金については，残高発覚後直ちに当時の経緯について調査を行ったが，原因

究明には至らなかったため，会計課の指導により平成１８年３月３０日に過年度返納し，

通帳についても同日解約の手続を行ったもの。 

    以降については，当課で使用している前渡金等に係るすべての口座について，随時記

帳を行うことによる残高確認等管理を徹底し，再発の防止に努めている。 

（１５）都市計画課 

  イ 監査委員の報告の内容 

 土地区画整理組合貸付金償還金において，組合の保留地処分が進まない状況にあるも 

のの，収入未済額が増加しているので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 



 

 

（内容） 

・平成１７年度収入未済額 

     現年度分   １２５，０００，０００円 

     過年度分   ４７０，０００，０００円 

      合  計   ５９５，０００，０００円 

   ・平成１６年度収入未済額 

     現年度分             ０円 

     過年度分   ４７０，０００，０００円 

合  計   ４７０，０００，０００円 

  ロ 措置の内容 

    組合は，保留地処分金による返済を原則としているため，建売などによる新たな保留

地販売計画や事業計画見直しにより，販売促進を図るよう指導しているが，特に停滞し

ている組合へは保留地処分以外での償還も考慮するよう助言している。上記収入未済の

債権保全のため，４億７千万円については平成１６年１２月，１億２千５百万円につい

ては平成１８年３月に抵当権を設定している。 

    また，４億７千万円については平成１７年６月に償還期限の２年の延長措置を行って

おり，延滞利息の軽減を図っている。 

（１６）住宅課 

  イ 監査委員の報告の内容 

    県営住宅使用料，特定公共賃貸住宅使用料及び県営住宅駐車場使用料において，催告

に応じない入居者に対して明渡し訴訟を提起するなど，収入未済を解消する努力がみら

れるが，なお，収入未済があったので，さらに収納促進と適切な債権管理を図られたい。 

   （内容） 

○県営住宅使用料 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分  ６２，６１９，７００円 

      過年度分 １３８，２７２，４５８円 

       合  計 ２００，８９２，１５８円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分  ７９，９６１，１６５円 

     過年度分 １３３，７５６，８６９円    

      合  計 ２１３，７１８，０３４円 

○特定公共賃貸住宅使用料 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分           ０円 

     過年度分     ７５１，２００円 



 

 

      合  計     ７５１，２００円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分     ２２６，７００円 

      過年度分     ６９３，０００円    

      合  計     ９１９，７００円 

○県営住宅駐車場使用料 

・平成１７年度収入未済額 

      現年度分   ４，９４２，９５６円 

      過年度分   ５，０４７，８８５円 

       合  計   ９，９９０，８４１円 

    ・平成１６年度収入未済額 

      現年度分   ６，３７０，７００円 

      過年度分   ４，４０２，１８５円    

      合  計  １０，７７２，８８５円 

  ロ 措置の内容 

    口座引落の促進，文書・電話等による納入催告，悪質滞納者に対する法的措置などの

対策に加え，特に長期滞納を抑止するため，滞納整理強化月間を設け中期滞納者に重点

を置いた個別訪問指導を実施し，収納促進と収入未済の発生防止に取り組む。 

（１７）仙台土木事務所，土木総務課，道路課 

  イ 監査委員の報告の内容 

  工事請負費において，不適切な事務処理による多額の過誤払いが認められたので，再

発防止を図るとともに，過誤払い金の早急な返還に努められたい。 

（内容） 

支出，支出負担行為及び予算執行とのチェックが可能な工事管理システムへのデータ

入力処理を行わず，且つ，同一の請求書を２枚受け取っていたことにより，適切な事務

処理が行われず，二重払いが発生したもの。 

また，二重払いが発覚した後も，他の支払いにおける二重払いの確認を怠り，過誤払

の解消を図れなかったもの。 

・二重払い件数             ２件 

   ・二重払い額     ７８，８１２，０００円 

  ・返還済額      ７５，５１５，４１２円 

  ・返還未了額      ３，２９６，５８８円 

  ロ 措置の内容 

   （仙台土木事務所） 

   （１）再発防止策 

    ・支出負担行為決議書の整理については，契約締結後速やかに起票し，また，繰越の



 

 

支出負担行為決議書においては，年度替わりの処理を速やかに行っている。 

・さらに，支出負担行為決議書と支出命令決議書の保管については，行為番号毎の起

工伺いから契約書等の一連の綴りに一括保管し，担当者以外の職員が見ても契約状況，

支払状況等が確認できるようにしている。 

    ・請求書の受理については，請求内容が契約内容のとおり履行されているものかどう

か等を確認し受理している。請求書の提出は１通である旨を業者に周知徹底している。

請求書が２通提出された場合は，１通は返却又は破棄し，余分な請求書は受領しない

ようにしている。 

    ・以上の経理事務について，確認漏れなどを原因とした誤払いを防ぐため，工事経理

審査シートを用いて，審査を強化している。 

    ・工事管理総合システムの工事台帳は，最新の情報で整備し，担当者以外の職員でも

工事番号毎に契約状況，支払状況等が把握できるようにしている。 

    ・さらに，工事管理総合システムに不具合が生じても，契約状況，支払状況等が確認

できる補助システム（パソコンで管理する工事執行状況）を活用して，担当者はもち

ろんのこと，担当者以外の職員でも契約・支払事務ができるようにしている。 

   （２）過誤払金の早急な返還について 

    ・返還未了額（３，２９６，５８８円）については，破産管財人との間で，債権放棄

することでの和解の専決処分がなされ議会の承認を得たものである。 

    ・銀行が控除した額（３，２９６，５８８円）については，同行に法的に請求するこ

とは困難ではあるものの，事情を説明し，任意の返却要請を５回行ったが，奏功しな

かったものである。 

 

   （土木総務課） 

    【再発防止策について】 

     工事請負費の二重払いが判明した後，同様事故の再発防止を図るため，土木部長通

知のほか，「部内課長補佐・次長（総括担当）会議」や「地方公所副所長会議」を開

催して，会計事務の適正な執行について注意を喚起し，職員への周知を図った。 

     また，出納局会計課が開催した「土木部地方出納員研修会」を部内地方公所の出納

員が受講し，出納員の職務や担当する審査事務などについて再確認を行ったほか，部

内地方公所における会計事務の処理状況について点検を行い，請求書の取扱いなど不

適切な事項の改善を図った。 

    【過誤払い金の返還について】 

     二重払いとなった２件の振込金のうち，１件は請負業者からの連絡により直ちに全

額が回収された。もう１件については，二重払いの事実が確認されないまま，請負業

者の破産手続きが開始されるに至り，破産管財人と振込金の返還に係る和解交渉の結

果，振込金から返還未了額を除いた金額が返還された。 



 

 

     返還未了額は，請負業者に融資を行っていた銀行が，振込金から債務返済として控

除した金額である。 

     県は，和解の受入によって返還未了額に係る債権を放棄しており，破産管財人に返

還の請求はできない。 

     また，銀行による控除は，請負業者と銀行との当事者間の約定に基づくもので，破

産手続きが開始されたときに相殺を行うことは，破産法の規定により認められている

ことから，県が銀行に対して控除された金額の返還を法的に請求することは困難であ

る。 

     このため，県では返還未了額の回収が図られるよう，銀行に対して県の事情を説明

し，任意の返却について交渉を続けてきたが，銀行からは受け入れられないとの回答

があり，これ以上の要請は無理と判断して交渉を終了した。 

 

   （道路課） 

   １ 再発防止について 

    主管課である土木総務課と連携して，「会計事務の適正な執行について」（平成１８ 

年４月２５日付け土木部長通知）により，部内地方機関の長あてに同様事故の再発防止 

と会計事務の適正な執行について注意を喚起した。 

   ２ 過誤払金の早急な返還について 

    返還未了額については，破産管財人との間で，債権放棄することでの和解の専決処分 

がなされ，議会の承認を得ており返還は不可能である。 

    また，銀行が控除した額については，同行に法的に請求することは困難なことから，

和解成立前から任意の返却要請を行ってきたが，受け入れられなかった。さらに和解

成立後も交渉を継続してきたが，不成立に終わった。 

 

 

 


